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平塚市では、市民に下水道サービスを持続的・安定的に提供するとともに、中長期的な視点で経営環

境の変化に対応し、一層の経営基盤の強化と収支が均衡する持続可能な経営を図るため、今後 10年間

に目指すべき方向と事業管理のあり方を示す「平塚市下水道事業経営戦略」（以下「経営戦略」という。）

を令和 2 年度に策定しました。 

 この計画では、ＰＤＣＡサイクルを確実に実施するため、毎年度終了後に、本経営戦略で掲げた経営

目標の達成度や施策の進捗に関して確認を行い、公表するとともに、確認結果を基に次年度以降の施策

の実施方法について改善を行うこととしています。 

また、計画期間の前半５年間を前期、後半５年間を後期とし、中間年次の令和７年度に向けて前期の

目標達成度合いの分析を実施し、必要に応じた経営戦略の見直しを行います。 

 

 

 

 

【経営目標の達成度確認方法】 

 毎年度終了後に、決算数値などから経営指標を算出します。その結果を計画の目標数値と比較し、 

達成度や進捗状況の確認を行います。 

 また、類似団体との比較※１を行い、経営状況を把握します。 

 ※１…経営戦略では、現状分析で行う比較対象団体として10団体（小田原市、茅ヶ崎市、川越市、所 

沢市、春日部市、柏市、流山市、八千代市、宝塚市、那覇市）を選定※２していますが、各団体の 

令和７年度の決算数値や経営指標の公表時期に差異があることから、比較データは総務省ホーム 

ページの「地方公営企業の決算（令和６年度）」に掲載されている各団体のデータを参考として 

使用しています。なお、本報告書内での類似団体平均値とは、すべて平塚市を含む数値です。 

※２…総務省による類似団体の分類を参考に①事業規模、②地理的条件、③流域下水道に接続している 

ことのほか、下水道普及率及び神奈川県内の地域性を考慮し選定しました。 
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有収水量は、家庭用、事業用ともに排水量が減少し、

前年度と比べて35万㎥ 減少しました。下水道使用

料収入は有収水量の減少により、前年度と比べて

0.4億円減少し、33.2億円となりました。 

 

 

 

当期純利益は、下水道使用料収入の減少や維持管理

費の増加等により、前年度と比べて 0.6 億円減少

し、1.8 億円となりました。平成 28 年度の企業会

計移行後 10 年連続で純利益を計上しました。 

 

現金預金残高は、企業債の借り入れを抑制したこと

により、前年度と比べて 5.8 億円減少し、33.1 億

円となりました。 

 

流動比率は、流動負債に対する支払い能力を示す指

標です。企業債償還額が減少したものの、現金預金

も減少したため、前年度と比べて 0.1 ポイント減

少して 122.5％となりましたが、4 年連続で

100％を超える結果となりました。 

（令和６年度の類似団体平均値：164.4％） 
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経常収支比率は、経常費用が経常収益によってどの

程度賄えているかを示す指標です。前年度と比べて

0.8 ポイント減少し、102.3％となりました。 

（令和６年度の類似団体平均値：104.4％） 

企業債残高は、計画的な償還により減少傾向にあ

り、前年度と比べて 19.5 億円減少し、276.0 億円

となりました。１人あたりの額については前年度と

比べて 0.７万円減少し、10.9 万円となりました。 

（令和６年度の類似団体平均値：205.5 億円） 

汚水処理原価は、有収水量１㎥ あたりの汚水処理費

です。公共下水道は0.7円増加の113.3円／㎥ 、農

業集落排水は2.2円増加の436.3円／㎥ となりま

した。 

（令和６年度の類似団体平均値：125.3 円／㎥ （公共下

水道）） 

経費回収率は、汚水処理費用を下水道使用料収入で

どの程度賄えているかを示す指標です。公共下水

道・農業集落排水ともに、前年度と比べて使用料収

入が減少したため、公共下水道は 0.7 ポイント減少

の 104.2％、農業集落排水は 0.2 ポイント減少の

21.6％となりました。 

（令和６年度の類似団体平均値：96.6％（公共下水道）） 
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令和８年３月に平塚市経営戦略を改定しているため、令和 7 年度の目標数値は改定前の経営戦略に基づく目標値、 

令和 12 年度の目標数値は改定後の経営戦略に基づく目標値です。一部の指標については、経営戦略の改定に伴う活動

指標の変更により、令和 12 年度の目標数値を記載していません。 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平塚市下水道事業経営戦略 経営目標 進捗状況（令和７年度末時点） 

○経費回収率は、使用料収入が減少したため、令和６年度から 0.７ポイント減少し、104.２％となりました。 
○当期純利益は、企業会計移行後から１０年連続で利益計上していますが、令和６年度から 0.61 億円減少し、
1.78 億円となりました。 
○流動比率は、企業債償還額が減少したものの、現金預金も減少したため、令和６年度から 0.1 ポイント減少し、
122.5％となりました。 

○エンゲージメント率は、令和 6 年度から増減なしで、2.5％（Ｘ（旧 Twitter）及び Facebook の投稿閲覧数
2,167 件、反応数 54 回）となりました。 
○イベント参加人数は、悪天候の影響により令和６年度から 396 人減少しましたが、（公財）神奈川県下水道公社
主催の「下水道ふれあいまつり」に 302 人が参加しました。 
 

○研修受講者数は、令和６年度から５人減少し、８９人となりました。 
○労働生産性は、令和６年度から職員数の増減がないものの、営業収益が増加したため、860 千円増加し、
194,113 千円となりました。 
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 令和７年度は、公営企業会計移行後 10年連続で純利益を計上するとともに、健全経営の水準とされ

る経常収支比率 100％超を維持することができました。 

 また、企業債の計画的な償還を進めたことにより「企業債残高」は減少傾向を維持し、現金預金の確

保に努めた結果、「流動比率」は理想値とされる 100％以上を４年連続で達成するなど、経営基盤の健

全性を維持することができました。 

 一方で、物価や人件費の上昇などの影響により、当期純利益、経常収支比率及び経費回収率はいずれ

も前年度を下回りました。また、下水道使用料収入についても、公共下水道と農業集落排水のいずれに

おいても家庭用・事業用ともに有収水量が減少したことから、前年度を下回る結果となりました。 

 令和７年度決算では、前年度に比べ、収益全体では同水準を維持しましたが、費用は物価や人件費の

上昇などにより 0.6 億円増加したことから、純利益は前年度比 0.6 億円の減少となりました。経営基

盤の健全性は維持しているものの、国からの交付金についても当初見込みを下回る交付額となるなど、

今後の経営環境は一層厳しさを増すことが見込まれます。今後も持続可能な下水道事業経営を実現する

ため、一層の経費削減や業務の効率化を推進するとともに、国からの交付金の確保に努めるほか、下水

道使用料のあり方についても検討を進め、安定的な財源の確保を図る必要があります。 

 経営戦略の推進に当たっては、引き続き毎年度の進捗管理を実施するとともに、各経営目標の達成に

向けた取り組みを強化し、将来にわたり安定した事業運営と経営基盤の強化に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平塚市下水道事業経営戦略  
令 和 ７ 年度  進捗状 況 報 告書  

 

令和８年９月 

平塚市 土木部 

下水道経営課・下水道整備課 

〒254-8686 神奈川県平塚市浅間町 9番 1号 

電話：0463-23-1111（代表） 


